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第２期坂井市子ども子育て支援事業計画に係る今後のスケジュールについて 

 

 

令和元年１２月１３日 １２月議会：教育民生常任委員会にて報告 

       ２０日 １２月議会：全員協議会にて報告 

 

令和２年 １月１５日 第２期事業計画(素案)パブリックコメント実施 

（１月３１日まで） 公表方法：広報さかい１月号・市ホームページ 

   閲覧場所：子育て支援課、各支所地域振興課、各子育て支援ｾﾝﾀｰ 

 

令和２年 ２月中旬 第６回坂井市子ども・子育て会議 

   パブリックコメント意見による素案修正協議 

 

令和２年 ３月上旬 計画策定について市長報告 

   （子ども・子育て会議から市長へ） 

 

資料２ 
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第２期坂井市子ども・子育て支援事業計画（素案）にかかるパブリックコメント募集要領(案) 

 

１ 目的 

 坂井市の子ども子育て施策の推進において、市民の意見を政策等の立案に反映させる機会の

確保及び市民への説明責任の明確化を図り開かれた市政の推進に寄与するため。 

 

２ 計画（素案）の作成趣旨、背景、考え方等 

 第２期坂井市子ども・子育て支援事業計画（素案）に記載された事項のとおりとします。 

 

３ パブリックコメントの手法 

 坂井市パブリックコメント手続きに関する要綱（平成１９年坂井市告示第５１号）に基づき

実施します。 

 

４ パブリックコメントの概要 

（１） 意見の募集期間 

 令和２年１月１５日（水）から令和２年１月３１日（金）必着 

 

（２） 意見を提出できる方 

 ・市内に住所を有する方 

 ・市内に事務所又は事業所を有する個人及び法人その他の団体 

 ・市内に通勤又は通学する方 

 ・当該計画に係る事案に利害関係を有する個人及び法人その他の団体 

 

（３） 意見の提出方法 

  別紙意見記入票、又は任意の様式により次の事項を記載又は入力の上、下記提出先に郵送、

ファクシミリ、電子メール又は直接持参により提出してください。 

  なお、意見を記録に残すという観点から、書面に残らない電話、口頭による意見の受付は 

行いません。 

① タイトル 第２期坂井市子ども・子育て支援事業計画（素案）についての意見 

② 住所又は所在地【必須】 

③ 氏名又は名称【必須】 

④ 連絡先（電話番号等）【必須】 

⑤ 意見、提言等【必須】 

※必須項目が欠けている場合は、パブリックコメントとして取扱できませんのでご注意く

ださい。 
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（４）閲覧場所 

・子育て支援課及び各支所地域振興課 

・各子育て支援センター 

・市ホームページ（PDF形式で掲載） 

 

（５）意見に関する考え方の公表 

  提出いただいた意見については、類型化して一覧表にまとめ、市の考え方を付して市

のホームページにおいて公表します。（個別あてには回答しません。） 

  また、提出いただいた意見については、坂井市個人情報保護条例及び坂井市個人情報

保護条例施行規則の規定により適正な管理をします。 

 

（６）提出先及び問合せ先 

  〒９１９－０５９２ 坂井市坂井町下新庄１－１ 

  坂井市 市民福祉部 子育て支援課 

  電話 ０７７６－５０－３０４２ 

  FAX ０７７６－６８－０３２４ 

  電子メールアドレス kosodate@city.fukui-sakai.lg.jp 

 

（７）資料 

 ・第２期坂井市子ども・子育て支援事業計画（素案） 

  

 

mailto:kosodate@city.fukui-sakai.lg.jp
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【応募様式】 

「第２期坂井市子ども・子育て支援事業計画（素案）」に対する意見記入票 

 

福祉保健部 子育て支援課 行き 

               住所：〒919-0592 坂井市坂井町下新庄 1-1 

               FAX：０７７６－６８－０３２４ 

 電子メールアドレス : kosodate@city.fukui-sakai.lg.jp 

 

住所（又は所在地）＊  

氏名（又は名称）＊  

連絡先（電話番号等）＊  

メールアドレス                                   

（ご意見等記入欄） 

 

＊ いただきましたご意見等の内容について、お問い合わせすることがありますので、住所、

氏名、電話番号は必ずご記入ください。 

＊ ご意見の提出にあたり、取得いたしました個人情報につきましては、坂井市個人情報保護

条例及び坂井市個人情報保護条例施行規則の規定により適正な管理をします。 

 

 
問合せ先：坂井市子育て支援課 

電話：０７７６―５０－３０４２ 

mailto:kosodate@city.fukui-sakai.lg.jp
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○坂井市パブリックコメント手続に関する要綱 

平成１９年２月２８日 

告示第５１号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、市民の市政への参画の機会を提供するとともに、政策決定

過程における公正の確保と透明性の向上を図り、もって市民との協働による開

かれた市政の推進に資することを目的に実施するパブリックコメントの手続に

関し必要な事項を定める。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

（１） パブリックコメント手続とは、市の基本的な政策等の決定に当たり、

案の段階で当該政策等の趣旨、内容等を広く公表し、市民からこれらに対す

る意見及び情報（以下「意見等」という。）の提出を受け、その提出された

意見等に対する市の考え方を公表するとともに、意見等を考慮し実施機関の

意思決定を行う一連の手続をいう。 

（２） 実施機関とは、市長（水道事業等の管理者の権限を行う市長を含む。）、

教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監査委員、農業委員会、固定資

産評価審査委員会及び議会をいう。 

（３） 市民等とは、次に掲げるものをいう。 

ア 市内に住所を有する者 

イ 市内に事務所又は事業所を有する個人、法人その他の団体 

ウ 市内に通勤し、又は通学する者 

エ 前３号に掲げるもののほか、パブリックコメント手続に係る事案に利害

を有するもの 

（対象） 

第３条 パブリックコメント手続の対象となる政策等（以下「政策等」という。）

は、次に掲げるものとする。 

（１） 市の基本構想又は個別分野における施策の基本方針その他基本的な事

項を定める計画の策定又は変更 

（２） 市政の基本的な制度又は方針を内容とする条例の制定又は改廃 

（３） 市民等に義務を課し、又は権利を制限することを内容とする条例（市

税及び国民健康保険税の賦課徴収並びに分担金、使用料及び手数料の徴収に

関するものを除く。）の制定又は改廃 

（４） 前３号に掲げるもののほか、実施機関がパブリックコメント手続を実

施することが適当であると認めるもの 

２ 実施機関は、前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合

は、パブリックコメント手続を実施しないことができる。 

（１） 緊急又は軽微なものであると認められる場合 
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（２） 実施機関に裁量の余地がないと認められる場合 

（３） 意見聴取の手続が法令により定められている場合 

（４） 審議会、委員会等の附属機関又はこれに準ずる機関がパブリックコメ

ント手続に準じた手続を経て行った報告、答申等に基づき政策等を決定する

場合 

（政策等の案の公表） 

第４条 実施機関は、政策等の決定をしようとするとき（前条第２項の規定によ

りパブリックコメント手続を実施しない場合を除く。）は、その意思決定前に

政策等の案を公表しなければならない。 

２ 実施機関は、前項の規定による公表を行うときは、必要に応じ次に掲げる資

料を添付するものとする。 

（１） 政策等の案を作成した趣旨、目的及び背景 

（２） 政策等の案を立案する際に整理した実施機関の考え方 

（３） 前２号に掲げるもののほか、市民等が当該政策等の案を理解するため

に必要と認められる資料 

（公表の方法等） 

第５条 前条の規定による公表は、次に掲げる方法により行う。 

（１） 市ホームページへの掲載 

（２） 実施機関が指定する場所での閲覧又は配布 

（３） 前２号に掲げるもののほか、実施機関が必要と認める方法 

２ 実施機関は、政策等の案の内容が相当量に及ぶこと等により、前項に規定す

る方法で公表することが困難であると認めるときは、その概要その他必要な事

項を同項に規定する方法により公表するものとし、政策等の案及び資料につい

ては、当該政策等を所管する課における閲覧の方法により公表することができ

る。 

３ 実施機関は、前２項に規定する方法により政策等の案を公表する前に、次に

掲げる事項を市広報紙又は市ホームページに掲載することにより、パブリック

コメント手続の実施を予告する。 

（１） 政策等の案の名称 

（２） 政策等の案に対する意見等の提出期間 

（３） 政策等の案の公表方法 

（４） 前３号に掲げるもののほか実施機関が必要と認める事項 

（意見等の提出期間） 

第６条 実施機関は、政策等の案を公表したときは、当該公表した日から２週間

以上の期間を設けて、市民等から意見等の募集を行わなければならない。 

（意見等の提出方法） 

第７条 前条に規定する意見等は書面によるものとし、その提出の方法は次に掲

げるとおりとする。 

（１） 実施機関が指定する場所への持参 
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（２） 郵便 

（３） ファクシミリ 

（４） 電子メール 

２ 意見等を提出しようとする市民等は、住所及び氏名（法人その他の団体にあ

っては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）を明らかにしなけれ

ばならない。 

（意見等の取扱い） 

第８条 実施機関は、前条の規定により提出された意見等を考慮して、政策等に

係る意思決定を行わなければならない。 

２ 実施機関は、前項の意思決定を行ったときは、政策等について提出された意

見等の概要及び当該意見等に対する実施機関の考え方を公表するとともに、政

策等の案を変更したときはその変更内容も併せて公表する。ただし、坂井市個

人情報保護条例（平成１８年坂井市条例第１７号）第２条第１号に規定する個

人情報及び坂井市情報公開条例（平成１８年坂井市条例第１６号）第７条に規

定する非開示情報に該当するものは、この限りでない。 

３ 第５条第１項及び第２項の規定は、前項の規定による公表について準用する。 

（実施状況の公表等） 

第９条 市長は、パブリックコメント手続を行っている政策等の一覧を作成し、

市広報紙又は市ホームページに掲載する。 

２ 市長は、毎年度パブリックコメント手続の実施状況を取りまとめ、市広報紙

又は市ホームページに掲載し公表する。 

（その他） 

第１０条 この告示に定めるもののほか、パブリックコメント手続の実施に関し

必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この告示は、平成１９年３月１日から施行する。 

 

 


